
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人鹿児島大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成19年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、期末特別手当の額に文部科学省

　国立大学法人評価委員会の業績評価の結果及び役員としての業務に対する貢献度等を

　総合的に勘案し、その者の職務実績に応じて10/100の範囲内で期末特別手当の額に、

　学長が定める割合を増減できるとしている。

　② 役員報酬基準の改定内容
法人の長 改定なし。

理事 改定なし。

理事（非常勤） 平成19年5月1日付けで新役員（非常勤理事）を採用したが、

前任者よりも年間勤務日数が少ないため、月額250,000円を

日額32,000円へ改定した。

監事 改定なし。

監事（非常勤） 改定なし。

２　役員の報酬等の支給状況

平成19年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,970 12,792 5,178 0

千円 千円 千円 千円

13,265 9,408 3,808 49 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,234 10,116 4,094 24 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,294 9,408 3,808 78 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,621 8,736 3,916

千円 千円 千円 千円

14,260 10,116 4,095 49 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

672 672 0 0 5月1日

千円 千円 千円 千円

12,358 8,736 3,536 86 （通勤手当） 3月31日

千円 千円 千円 千円

420 420 0 0

※地域手当とは、国の機関・独立行政法人職員等から引続き役員となった者が、その従前の機関・法人等において、国家公務員の

　地域手当（それに相当するものを含む）の支給を受けていた場合に、その支給を役員就任後も一定期間保障するものである。

　（国家公務員の地域手当とは、物価及び生計費等が特に高い地域に在勤する国家公務員に支給されるものである。）

※「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

　退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、

　該当がない場合は空欄

前職

E理事

F理事
（非常勤）

G監事

H監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

C理事

D理事 　　　 　 1,085（地域手当）
　　　 　  　 68（通勤手当）
　　　　　   816（単身赴任手当）



３　役員の退職手当の支給状況（平成19年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

※「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

　退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、

　該当がない場合は空欄。

該当者なし
監事
（非常勤）

法人の長

監事

理事

理事
（非常勤） 該当者なし

該当者なし

法人での在職期間 摘　　要

該当者なし

該当者なし



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　限られた運営費交付金の範囲内で業務を行う必要があるため、組織の合理化・簡素
　化を図り、職員数の抑制を図る。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方
　　本学の実情を踏まえ、国家公務員の給与水準を十分考慮し、国家公務員の例に
　　準じた措置を講じている。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　勤務評価の結果等を基礎資料とした勤務成績により、昇給、特別昇給、昇格及び
 　 勤勉手当（査定分）における支給割合を決定している。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成19年度における給与制度の主な改正点

　　○国家公務員の給与法改正に準じて以下の改定を行った。
　　　・若年層に限定し本給表を引上げた。（中高齢層は据え置き）
　　　・若年層の本給表引上げに伴い本給の調整額の見直しを行った。
　　　・配偶者以外の扶養親族（子等）に係る扶養手当の月額を各1人500円引上げた。
　　　・賞与（勤勉手当分）を年間で0.05月分引上げた。
　　　・平成18年度から特定職員（一般職（一）７級以上、教育職（一）５級以上、教育職（二）４級
　　　　以上、教育職（三）４級以上、医療職（一）７級以上、医療職（二）６級以上）について国家
　　　　公務員の基準と同様に新昇給制度を適用したが、平成１９年度からは全職員へ適用した。

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,912 44.8 6,964 5,040 44 1,924
人 歳 千円 千円 千円 千円

417 43.7 5,610 4,101 59 1,509
人 歳 千円 千円 千円 千円

933 48.5 8,554 6,144 45 2,410
人 歳 千円 千円 千円 千円

333 37.5 4,970 3,642 31 1,328
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 54.9 5,151 3,773 62 1,378
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 49.7 7,806 5,642 0 2,164
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 47.5 5,960 4,340 0 1,620

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

海事職種

海技職種

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

区分 人員 平均年齢
平成19年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

特別昇給
勤務評価の結果等を踏まえ、勤務成績が特に良好である場合、上位の号給に昇給させるこ
とができる。

昇格・降格
特に勤務成績が優秀で、かつ昇格基準に達している場合、１級上位の級に昇格させること
ができる。勤務成績不良等の場合には、下位の給に降格させることができる。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容
基準日（6月1日、12月1日）に在職する職員に対し、基準日以前６箇月以内の期間における
その者の勤務成績に応じて、支給割合を決定する。



人 歳 千円 千円 千円 千円

23 38.4 6,958 5,137 50 1,821
人 歳 千円 千円 千円 千円

56 36.2 5,929 4,387 21 1,542
人 歳 千円 千円 千円 千円

86 40.7 5,283 3,862 51 1,421
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
※常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

※「医療職種（病院医師）」は該当者がいないため省略した。

人 歳 千円 千円 千円 千円

111 37.1 3,727 2,823 50 904
人 歳 千円 千円 千円 千円

34 49.0 3,357 2,484 65 873
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

35 24.5 3,388 2,500 16 888
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 48.3 3,772 2,786 61 986
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 29.7 3,625 2,711 75 914
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 46.4 7,455 6,372 39 1,083
※「教育職員（大学教員）」については該当者が１名であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため、人数以外は記載

　　していない。

※「医療職種（病院医師）」は該当者がいないため省略した。

※「特任職員」とは、教育研究上の業務、又は、大学の運営に従事することが特に必要であると学長が認めた者を示す。　

※「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」は、該当者がいないため省略した。

特任職員

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

非常勤職員

事務・技術

※「技能・労務職種」とは、実験助手、自動車運転手、ボイラー技士、調理師、園丁、洗濯員の業務を行う職種を示す。
※「海事職種」とは、船舶等の船長、機関長、航海士、機関士の業務を行う職種を示す。
※「海技職種」とは、小型船舶等の乗組員の業務を行う職種を示す。
※「教育職種(附属高校教員等)」には、附属養護学校教員を含む。
※「教育職種(附属義務教育学校教員等)」には、附属幼稚園教員を含む。
※「その他医療職種（看護師）」については該当者が１名であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため、人数以外
は記載していない。

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（医療技術職員）

教育職種
（附属高校教員）



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位
第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

4 55.0 10,160
25 54.7 7,850 8,069 8,283
30 52.7 6,777 7,178 7,591
176 49.2 5,832 6,105 6,369
73 42.7 4,850 5,248 5,620
109 30.1 3,228 3,665 4,052

※上記分布状況中、20歳～23歳の該当者は2人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため年間給与額については表示していない。

※「部長」の該当者が4人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため年間給与額の第1・３分位については表示していない。

※「課長」には事務長を含む。また、「課長代理」とは課長補佐相当職のことである。

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

356 56.3 9,721 10,337 10,938
273 46.0 7,647 8,152 8,722
73 46.2 7,254 7,822 8,443
221 40.2 6,000 6,375 6,817
3 39.2 5,379
7 43.5 4,691 5,345 6,028

※上記分布状況中、24歳～27歳の該当者は2人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため年間給与額については表示していない。

※助手の該当者が３人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため年間給与額の第1・３分位については表示していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）〔在外職員、任期付職員及び
再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ 人員 平均年齢 平均

代表的職位

部　　　長

課　　　長

課長代理

人員 平均年齢 平均

係　　　長

主　　　任

係　　　員

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ

教務職員

助　　　教

代表的職位

教　　　授

准 教 授

講　　　師

助　　　手
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（医療職員（看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1
4 56.3 7,593
27 52.9 6,547 6,720 6,946
62 45.1 5,624 5,958 6,330
238 33.3 3,846 4,408 4,816
1

※「看護部長」及び「准看護師」の該当者はそれぞれ１名であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため年間給与の平均額は表示していない。

※「副看護部長」の該当者は4人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため、年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

③

（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的
な職位 係員 係員・主任 課長・部長

人 人 人 人 人 人 人

417 54 64 219 44 22 11
（割合） （  12.9%） （  15.3%） （  52.5%） （  10.6%） （  5.3%） （  2.6%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

44
～
23

52
～
27

58
～
35

59
～
43

59
～
40

59
～
48

千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,853
～
1,921

3,957
～
2,388

4,944
～
3,017

5,981
～
4,015

6,142
～
5,075

6,341
～
5,842

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,910
～
2,640

5,407
～
3,265

6,799
～
4,136

8,036
～
5,600

8,291
～
7,134

8,641
～
7,994

区分 ７級 ８級 ９級 １０級

標準的
な職位 部長 部長、事務局長 部長、事務局長 部長、事務局長

人 人 人 人

3
（割合） （   0.7%） （ 　　%） （ 　　%） （ 　　%）

歳 歳 歳 歳

59
～
50

千円 千円 千円 千円

8,607
～
6,803

千円 千円 千円 千円

11,679
～
9,621

平均分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ 人員 平均年齢

看 護 師 長

副看護師長

看   護   師

准 看 護 師

 職級別在職状況等（平成２０年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）

主任・係長
係長・
課長代理

課長代理・
課長

人員

年齢
（最高～最低）

所定内給
与年額
(最高～最低)

年間給与
額

(最高～最低)

人員

年齢
（最高～最低）

所定内給
与年額
(最高～最低)

年間給与
額

(最高～最低)

※８・９・１０級については、公表対象となる者がなかったため空欄とした。

副看護部長

看 護 部 長

代表的職位
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千円



（教育職員（大学教員））

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的
な職位 教務職員 助教・助手 講師 准教授 教授 教授

人 人 人 人 人 人 人

933 7 224 73 273 356
（割合） （   0.8%） （  24.0%） （   7.8%） （ 29.3%） （ 38.2%） （ 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

55
～
32

61
～
26

61
～
33

64
～
31

64
～
39

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,584
～
3,339

5,608
～
2,688

6,680
～
3,885

7,391
～
4,048

9,371
～
4,652

千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,338
～
4,576

7,539
～
3,678

9,131
～
5,354

10,091
～
  5,561

13,138
～
  6,556

（医療職員（看護師））

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

標準的
な職位 准看護師 看護師 副看護部長 看護部長 看護部長

人 人 人 人 人 人 人 人

333 1 238 65 25 3 1
（割合） （   0.3%） （  71.5%） （ 19.5%） （  7.5%） （  0.9%） （   0.3%） （ 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

57
～
24

58
～
31

59
～
41

59
～
51

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,802
～
2,342

5,125
～
3,421

5,170
～
4,144

5,797
～
5,651

千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,659
～
3,219

7,073
～
4,645

7,182
～
5,618

7,944
～
7,613

※１級及び６級の該当者はそれぞれ1人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるため「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

※7級については、公表対象となる者がなかったため空欄とした。

④

事務・技術職員

夏季（6月） 冬季（12月） 計
% % %

65.6 67.2 66.5

% % %

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.4 32.8 33.5

％ ％ ％

         最高～最低 　　44.2～31.7 　　43.5～30.0 　　43.4～30.9

％ ％ ％

66.2 67.9 67.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 33.8 32.1 32.9

％ ％ ％

         最高～最低 　　39.0～31.0 　　37.4～29.2 　　37.7～30.0

教育職員（大学教員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

63.7 65.3 64.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.3 34.7 35.4

％ ％ ％

         最高～最低 　　45.7～32.1 　　43.5～30.2 　　43.4～31.1

％ ％ ％

66.1 67.7 66.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 33.9 32.3 33.1

％ ％ ％

         最高～最低 　　38.1～30.9 　　37.4～29.2 　　37.7～30.0

人員

年齢
（最高～最低）

所定内給
与年額
(最高～最低)

年間給与
額

(最高～最低)

※６級については、公表対象となる者がなかったため空欄とした。

副看護師長、看護
師長

看護師長、
副看護部長

人員

年齢
（最高～最低）

所定内給
与年額
(最高～最低)

年間給与
額

(最高～最低)

賞与（平成１９年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



医療職員（看護師）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

62.0 65.1 63.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.0 34.9 36.4

％ ％ ％

         最高～最低 　　43.1～33.6 　　40.3～31.8 　　41.6～33.8

％ ％ ％

65.8 67.3 66.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.2 32.7 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 　　38.1～29.9 　　37.4～27.1 　　37.7～29.5

⑤

81.5
94.8

92.8

94.0

97.4

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 87.4

参考 学歴勘案　　　　　　 80.9

地域・学歴勘案　　　87.2

○医療職員（病院看護師）

地域勘案　　　　　　 92.2

参考 学歴勘案　　　　　　 93.5

地域・学歴勘案　　　91.3

92.7

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

　　与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

対他の国立大学法人等

（医療職員（病院看護師））

対国家公務員(医療職(三))

対他の国立大学法人等

対国家公務員(行政職(一))

対他の国立大学法人等

（教育職員（大学教員））

一般
職員

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　81.5

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　43％
（国からの財政支出額　18,465,972,000円、支出予算の総額　42,574,284,000円：平成
19年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成18年度決算）
【検証結果】
本学では、国家公務員給与を準拠し、「行政改革の重要方針」を踏まえた人件費削減
も中期計画に定め取り組んでおり、適切と考えられる。

項目 内容

指数の状況

教育職員（大学教員）の平成15年度の国の教育職(一)との比較指標

（事務・技術職員）

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教育職員（大学教員）
／医療職員（病院看護師）

講ずる措置 今後も、中期計画に定めた人件費削減を達成するよう取り組む。

　給与水準の適切性の
　検証

講ずる措置

対国家公務員　　94.0

上記事務・技術職員と同様

上記事務・技術職員と同様



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成１９年度）

前年度
（平成１８年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

※「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用及び人材派遣契約に係る

　　費用等を含み、法定福利厚生費を除いているため、財務諸表附属明細書の「１７役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額

　　と一致しない。

※「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員にかかる退職手当支給額を計上している。

総人件費について参考となる事項
①給与、報酬等支給総額及び最広義人件費について

　　給付引当金繰入額を計上したことにより約2.2％の増となった。

②行革推進法 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人件費削減の取組の状況

　ⅰ）中期目標において示した人件費削減の取組に関する事項

     　 中期目標において「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された実行計画を踏まえ、

 　　　人件費削減の取組を行うことが示された。

　ⅱ）中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針

 　　  総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成21年度までに概ね４％の人件費の削減を図ることを中期計画に定めた。

　ⅲ）人件費削減の取組の進ちょく状況

基準年度
（平成17年
度）

平成18
年度

平成19
年度

17,107,927 16,504,548 16,382,908

-3.5 -4.2

-3.5 -4.9

※「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた

　　官民の給与格差に基づく給与改定分を除いた削減率であり、平成18年、平成19年の行政職（一）職員の年間平均給与

　　の増減率はそれぞれ、0%、0.7%である。

※基準年度（平成１７年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を基礎に算出した平成１７年度

　 人件費予算相当額である。

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

　・「給与、報酬等支給総額」については、職員退職後の採用抑制及び超過勤務の縮減により前年度に比べ約0.7%

　　の減となった。

　・「最広義人件費」については、役員、教育職の退職者数減により退職手当が減少したが、附属病院における7対1

比較増△減

△ 121,640

中期目標期間開始時（平成
１６年度）からの増△減

福利厚生費
( △0.5 )

2,008,635

非常勤役職員等給与
3,696,424 2,859,854 (  29.3 )

16,382,908 16,504,548

23,921,849 527,27524,449,124

2,361,157 2,373,494

( △2.3 ）

( 60.8 )759,3942,183,953 △ 175,318 ( △8.0 )

△ 388,435( △0.7 )

1,298,305836,570 ( 54.1 )

1,710,065

(  1.8  )△ 12,337

(  7.5  )(   2.2 )

40,801

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

区　　分

退職手当支給額

給与、報酬等支給総額

給与、報酬等支給総額
（千円）

年　　　度

　　看護体制整備に伴う看護師の増員及び外部資金等で雇用する教職員の増加並びに賞与引当金繰入額、退職

最広義人件費




